
第３節

活き活きと希望を持って活躍できるまち

づくり

（産業分野では、活き活きと希望を持って活躍できるまちづくりを進めます。）
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）

継続
△ 3,1636,760

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 課所名 農林商工部　農林振興課

3,597

産地づくり推進事業費

生産調整に対応した特色ある作物づくり支援について

3,597 千円　【増減額】

　①酒造好適米生産性向上推進事業（410千円）　　・酒米の生産に対し１０ａあたり1,000円を助成　　　1,000円/10a× 38ha＝380千円　　・　　同　無農薬栽培に対しては1,500円を助成 　　 1,500円/10a×  2ha＝ 30千円　②地域特産品開発米等助成事業（405千円）　　・特産開発用米の生産に対し1,500円を助成　　　　　1,500円/10a×27ha＝405千円 　③水田農業推進協議会補助事業（1,800千円）　　・水田農業構造改革推進、振興作物の産地づくり推進などに資する支援　1,800千円　④戦略的担い手経営安定推進事業費補助金（982千円）　　・担い手の創意工夫による新規の一定規模（露地20a、施設60坪）以上の野菜等の取組に支援　　　　基本割　50,000円/経営体×８経営体＝400千円　　　　露地面積割　 　25,000円/10a×175a＝438千円　　　　施設面積割　　　　800円/坪×180坪＝144千円　
一般財源

　・平成２２年度から始まる戸別所得補償モデル事業に対応し、生産調整の確実な実施と振興作物等の　　作付拡大により産地づくりを推進する。
千円千円　【22年度】

　　・新たな米政策で国がめざしている食料自給率向上を図るため、振興作物等の産地づくりを推進す　　る。

3,597予算額 国県支出金 市債 その他
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・ 農林商工部　農林振興課　神岡・中仙・協和・南外農林振興課
【21年度】１．事業の目的
２．事業の目標
３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）

【事 業 名】 都市農村交流促進事業費1,027 千円　【22年度】 972
事 業 説 明 書新規 継続 課所名

千円　【増減額】【説明項目】 都市と農村の交流活動支援について【予算額】 千円△ 55

一般財源

　○神岡総合支所　１９７千円（農作業体験学習受け入れ農家中学校訪問時報償費）　○中仙総合支所　　９０千円（修学旅行受け入れ農家謝礼等）　○協和総合支所　１６１千円（農作業体験学習受け入れ経費、東京協和会との交流支援経費等）　○南外総合支所　　９５千円（東都生協等消費者交流会、農産物販売促進キャンペーン経費等）

予算額 国県支出金

　◎大仙市都市農村交流推進協議会（仮称）設立に向けた支援　　①設立のための準備委員会の開催及び設立総会　　②農業体験民泊実施のための安全講習会開催　　③会員による先進地研修、情報交換会の開催　◎予算額　　　１５０千円　◎予算総額　　９７２千円
972

＜継続事業＞
＜平成２２年度新規＞

972 市債 その他

　　　　　計　　　８２２千円
　○農林振興課　　２７９千円（農業体験受け入れ体制の拡大・情報交換、首都圏大曲会参加経費、　　　　　　　　　　　　 　　秋田花まるっグリーン・ツーリズム推進協議会事業への参画等）

　・市内各地域にある自然や文化、施設、産品等の資源を活用し、ふるさと会をはじめとする都市　　住民との交流活動を行い、市内各地域のＰＲ、地場産品の消費拡大を進める。＜平成２２年度新規＞　・各地域で受入を実践している農家や関係機関、団体等で構成する協議会を設置することにより、　　相互の連携を進めるとともに、農業体験、民泊を積極的に進め、都市と農村の交流人口拡大を　　図り、地域の活性化につなげる。
　・農村の持つ地域資源や伝統文化等を活かし、都市と農村の交流（グリーン・ツーリズム）を通じ　　て、農村、農業の活性化を図る。　・教育旅行に係る農業体験や農家民泊への需要に対応するため、受入体制整備を図り、交流人口　　の増加を目指す。
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・
【21年度】１．事業の目的
２．事業の目標
３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円） 372

【説明項目】

一般財源372予算額 国県支出金 市債 その他

372
事 業 説 明 書新規 継続 課所名 協和総合支所　農林振興課

372 千円【事 業 名】

　・大仙市内の実証圃で収穫された菜種を協和小種地区の搾油施設で搾油し、精製された菜種油を　　学校給食センター施設で使用することを通じて、地産・地消及び食育を推進する。　・モデル事業として、協和、西仙北、神岡の給食センターを対象とし、各施設のフライヤー容量及び　　ドレッシング２回使用量に相当する分量（３施設で３００キログラム）を、通常使用している油種　　から菜種油に切り替え使用してもらう。　　菜種油は通常使用しているものに比較し高額なことから、その差額を助成する。　・経費　　　　　　 今回供給量　　　　　販売価格　　　　　　通常価格　　　　　　助成額（差額）                                 （1,500円／kg）　　　（260円／kg）　　神　岡　　　８０ｋｇ　　　１２０，０００円　　　２０，８００円　　　　９９，２００円　　西仙北　　１２０ｋｇ　　　１８０，０００円　　　３１，２００円　　　１４８，８００円　　協　和　　１００ｋｇ　　　１５０，０００円　　　２６，０００円　　　１２４，０００円　　　計　　　３００ｋｇ　　　４５０，０００円　　　７８，０００円　　　３７２，０００円

【予算額】 0　・大仙市内の菜種栽培実証圃等で栽培・収穫された菜種を協和小種地区農事組合法人「エコ・ファーム」　　の搾油施設で搾り、モデル事業として神岡、西仙北、協和の各給食センターで学校給食に利用する。　・安全・安心で健康にも良い地元産の菜種油を学校給食に利用することで、児童生徒の食育はもとより、　　農産物の地産・地消にも貢献できる。
　　①地産・地消の推進　　②食育の推進　　③資源循環のモデル事業として推進　　④雇用の創出　　⑤耕作放棄地の解消

千円　【22年度】地場産菜種学校給食活用モデル事業費千円　【増減額】菜種油購入費補助事業について
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・ 課所名 農林商工部　太田農業振興情報センター
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）
○農業費補助金　フロンティア農業者研修費補助金　2,700千円

　・この施設は太田地域に設置されており、新規就農者研修施設（敷地面積１８０ａ、鉄骨ハウス　　２棟、パイプハウス６棟）を併設し、所長（嘱託）、市職員２名、専門技術員（臨時）２名、　　臨時職員（通年２名、夏期１名）の体制で、以下の事業を実施している。　①新規就農者研修施設を活用した通年の農業実技研修　　　　　　　　　　　　　　　　　研修受入予定人員　　６名（研修奨励金支給）　②法人等に所属する若手農業者の冬期間（６ヶ月）の研修　　　　　　　　　　　　　　　　　研修受入予定人員　　１名（研修奨励金支給）　③戦略作物等の栽培試験を踏まえ、作物の農業者への普及活動　　　　　　　　　　　　　　　　　促成アスパラガス、エダマメ、ダリア、リンドウ等　④営農情報の提供　　　　　　　　　　　　　　　　　土壌分析試験情報、気象情報等　　　これまでの研修者数研修名＼年度 ２０年度 4－ － 4 12 3 2

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 継続
21,432

冬期研修通年研修 2－１７年度 １８年度 １９年度

　・新規就農者研修施設での研修等を活かした農業後継者の育成を進める。　・農業振興情報センターほ場で取り組む試験栽培や新たな技術等が農業所得の向上につながるよう　　努める。

２１年度
1,508

農業振興情報センター費

新規就農者の育成研修、戦略作物の栽培試験について

　・生産性の高い農業を展開するため、適合する作物の試験栽培や営農情報の受発信、担い手の育成等　　　を総合的に行う。
313 千円21,119 千円　【22年度】

一般財源

千円　【増減額】

17,224予算額 国県支出金 市債 その他21,432 2,700
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・
【21年度】１．事業の目的
２．事業の目標
３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）15,326予算額 国県支出金 市債 その他76,629 61,303

　(１)補助対象　○水稲・大豆等土地利用型作目に係る機械・施設等  　(耕起、播種、防除、管理、収穫等に要する水稲直播又は大豆用機械・施設、水稲直播栽培ほ場の均平を　　　整備する簡易な条件整備）　○あきたブランド認証産地品目、畜産、花き、葉たばこに係る機械・施設  　(対象となる機械・施設は、高品質・省力化等の効果の発現が高い機械・施設とする。）　(２)交付対象者 　　県要領の定める基準により、水田経営所得安定対策の対象となる経営体及び対象となることが確実と　　　見込まれる経営体、農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想の目標所得水準の概ね過半の　　　農業所得を確保している経営体､その他市長が特に認める経営体。　(３)補助率 　　県：４／１２以内 　　市：１／１２以内
一般財源

　・ “今こそチャレンジ”農業夢プラン応援事業の秋田県実施要領に基づき、農業用機械・施設等の経費　　に対し、市が協調助成することにより、地域農業の担い手の育成を図ることを目的とする。
△ 15,956 千円92,585 千円　【22年度】

　・複合経営への転換による体質の強い農業経営の確立や発展性の強い農業構造を確立し、水田経営所得　　安定対策の対象となる担い手の確保を図る。

76,629 千円　【増減額】【説明項目】【予算額】新規 経営の多角化や経営能力強化に必要な機械・施設の整備等への支援について課所名 農林商工部　農林振興課継続 “今こそチャレンジ”農業夢プラン応援事業費事 業 説 明 書【事 業 名】
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）
○農山漁村活性化プロジェクト支援交付金　39,350千円予算額 国県支出金 市債 その他39,350 39,350

　・事業主体　　　農事組合法人　強首地区カントリーエレベーター利用組合（平21.10設立）　・事業年度　　　平成22年度～23年度　・事業内容　　　乾燥調製貯蔵施設（カントリーエレベーター）　１棟　建築面積1,706㎡　　　　　　　　　　　処理能力　　米　3,000t　　大豆　200t　・事業費　　　　２２年度　　１０３，４４０千円（うち交付金対象　78,700千円）　　　　　　　　　２３年度　　９６４，６２０千円（うち交付金対象 904,000千円）　　　　　　　　　　合計　１，０６８，０６０千円（うち交付金対象 982,700千円）　・国交付金　　　７８，７００千円×１/２＝３９，３５０千円　　　　　　　　２２年度　…　土地造成、杭工事、基礎工事、サイロ建設等　　　　　　　　２３年度　…　カントリー本体（機械設備等）、電気設備、外構等工事　　　　　　　　交付金対象外　…　整地費３４，５００千円、消費税５０，８６０千円　
一般財源

　・カントリーエレベーターを建設することで、基盤整備事業の効果を最大限に引き出し、担い手の　　育成及び効率的な農業経営を確立する。
39,350 千円0 千円　【22年度】

　・西仙北強首地区において、大規模（526ha）な基盤整備事業が実施されており、これを契機に　　　国から農山漁村活性化プロジェクト支援交付金の交付を受け、処理能力3,000tの乾燥調製貯蔵　　　施設（カントリーエレベーター）を建設し、効率的な農業経営、安定的な農業の発展を実現し、　　地域全体の活性化を図る。

39,350 千円　【増減額】

【説明項目】

【予算額】

新規
西仙北地域強首地区におけるカントリーエレベーター建設事業について

課所名 農林商工部　農林振興課継続
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業費

事 業 説 明 書

【事 業 名】

59



新規・継続 農林商工部　農林振興課　神岡・西仙北・協和・南外農林振興課
放牧場管理運営費

放牧場の管理運営と西仙北放牧場第３牧区の整備について

【21年度】 【22年度】 【増減額】

　・神岡　　放牧可能頭数　６５頭　　予算額　２，８２１千円　・協和　　放牧可能頭数　７０頭　　予算額　３，８７３千円　・西仙北　放牧可能頭数　５０頭　　予算額　３，１８２千円　　　　　　　　　うち第３牧区整備経費予算額　１，１７１千円（牧柵等原材料費、牧草種子代等）　　・農林振興課（大曲）　　　　　　　予算額　　　６３８千円　・南外　　　　　　　　　　　　　　予算額　　　４２３千円
４．財源内訳 （単位：千円）

事 業 説 明 書

３．事業の概要

　　目指す。

千円10,937

１．事業の目的

２．事業の目標

【事 業 名】

　・低コスト畜産経営の確立と畜産農家の生産意欲の高揚と経営の安定を図る。

【説明項目】

【予算額】

　・放牧場への放牧により、畜産農家の労働力の省力化を図るとともに、肉用牛の繁殖、健全育成

課所名

　　を進め、合わせて放牧場の有効利用を図る。

市債 その他

13,412 千円 千円△ 2,475

　・畜産農家の低コスト畜産経営の実現するため、夏山冬里方式を利用した放牧体系の確立を

4,0856,852

　・市の放牧場再編計画では、神岡・協和の放牧場に集約することとしていたが、西仙北の放牧

　　場の放牧頭数が増えてきていることから、当分の間継続していく計画とするものである。

　　しかし、当放牧場はＳ６３年に整備された放牧場で所々荒廃しており、特に第２牧区は地形

　　が急峻なため、放牧牛の事故が発生している。

　　このため、２２年度予算では新規に地形が緩やかで管理がしやすい第３牧区を整備するもの

　　である。

　　この事業の実施により、神岡・協和の２放牧場における放牧可能頭数１３５頭から、西仙北

　　を加えた３放牧場の放牧可能頭数は５０頭増の１８５頭となる。

　　また、現在西仙北スキー場として利用している草地を今後、第４牧区として整備していくこ

　　とにより、さらなる放牧の増頭も可能になり、畜産農家の労働力の省力化も図られ、牛の健

　　全育成にもつながることが見込まれる。

○各放牧場の２２年度計画

一般財源10,937予算額 国県支出金
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新規 継続 課所名 　農林商工部　農林振興課　農地・水・環境保全向上対策事業費農村環境と資源の保全活動について 千円

　支援金    　　　田　4,400円/10a    畑  2,800円/10a   草地　400円/10a　支援金負担率　　国　50%  　　　     県 25%  　　　    市 25% （単位：円）全体市（1/4) （単位：円）共同活動営農活動推進交付金（事務費）
４．財源内訳 （単位：千円）

　本事業を実施することにより、地域住民の農村環境への関心が高まり、地域ぐるみで資源の良好な　保全と質的向上を実践し、混住化により関係が薄れがちな地域の連携を共通課題に取り組むことに　よって構築し、その連携により農村環境と資源を将来に繋ぐことを目標とする。
・本事業は農業及び農村の基盤となる農地・水などの環境資源を農業者だけではなく、地域住民など　多様な主体が参画し、農村環境の保全を目的とした事業であり、国で定める要件を満たした組織の　活動に対し、支援金を交付するもの。・支援金については、県で設立する地域協議会から当該組織へ交付されることから、本事業負担金は　地域協議会への負担となる。

計
事業費 111,650 00特定財源

133,416,8005,000131,437,350 140,417千円
一般財源140,417予算額 国県支出金 市債 その他

【事 業 名】【説明項目】【予算額】１．事業の目的

３．事業の概要
２．事業の目標

共同活動

7,000

131,437,350
140,416,8001,974,450

事 業 説 明 書

7,005,000
草地田 畑446,600525,302,800131,325,700

千円

133,417
7,000,0007,000,000

【22年度】

525,749,400計

695

1,974,450131,437,350一般財源

　地域に存在する農地・農業用水等の資源や農村環境は、主に農業者によって守られ維持されている。　しかし、現状は担い手不足や高齢化の進行により、農業者だけでは資源を維持、管理することが困難　な状況にあることから、農業者だけでなく、地域住民など多様な主体の参画により、地域全体でこの　ような資源の保全活動を実施することを目的とする。
140,417 千円 【増減額】【21年度】 139,722
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・
１．事業の目的
２．事業の目標

３．事業の概要・ 農地集積加速化基盤整備事業 ３８４，７６５千円・ 県単調査事業 ５，５００千円・ 県営かんがい排水事業 ５，５０５千円・ 南外ダム ７，８７５千円・ 特定農業用管水路等特別対策事業（中淀川） ３，２００千円・ 基幹水利施設ストックマネジメント事業（松倉） ７，９００千円・ 地域用水機能増進事業（国営かん排 田沢二期関連） ９０４千円計 ４１５，６４９千円（ ※県営土地改良事業受益者分担金 ３１，５００千円 ）
４．財源内訳 （単位：千円）

・大仙市のほ場整備率は２０年度末で県平均７２．３％よりも約１０ポイント以上低い６２．８％と　なっている。・市の目標は２４年度末に６７．６％までに引き上げる計画である。認定農業者や集落営農組織、　農業法人等の担い手の育成や経営体の設立を進め、望ましい農業経営への転換を目指すには、　県営土地改良事業等における農家負担を軽減しながら、ほ場整備等の農業生産基盤の整備が　重要であることから、引き続きほ場整備率の向上を目標とする。

２件２２件
１２件
１件２件１件１件２件３件

一般財源415,649 293,600 31,500 90,549予算額 国県支出金 市債 その他

・市が負担団体として採択を得た県営土地改良事業に対し、国のガイドラインに従い事業費の一部を　負担するもの。・負担額の主な目的としては、現下の農業情勢に鑑み、担い手の育成や経営体の設立に向けた基盤　整備事業が大半を占めている。
【21年度】 584,421 千円 【22年度】 千円415,649 千円【事 業 名】【説明項目】【予算額】新規 継続 県営土地改良事業費負担金県営土地改良事業に伴う市の負担について 【増減額】 △ 168,772

事 業 説 明 書課所名　　農林商工部　農林振興課
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）
○農業使用料　地域農業総合管理施設使用料　26千円

964 ②そばコーナー設置経費948339 ③階段設置工事108 ②野菜直売スペースの照明設備増設経費
26 一般財源

合計
20,683予算額 国県支出金 市債 その他20,709

　　②野菜直売所及びそばコーナー（簡易食堂）をこめこめプラザの中に入れて、物産中仙売店

2,359
予算額（千円） 改修内容の説明①米粉商品開発製造室への改修経費内訳等

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 課所名 中仙総合支所　農林振興課継続
地域農業総合管理施設費

通称「こめこめプラザ」の維持管理及び施設内の改修について

　・改修内容と経費
　　　との相乗効果により売上の増加を図る。　　　との提携による米粉製品の研究開発並びに製造・販売のスペースとする。

△ 3,464 千円24,173 千円　【22年度】 20,709 千円　【増減額】

　・施設内の改修について＜平成２２年度新規事業＞
　　③道の駅トイレ利用者をこめこめプラザに誘導するため、イベント広場からこめこめプラザ　　　に入る階段を設置する。
　　①研究開発室及び農業情報管理室を改造し地元ＪＡ加工グループ『米夢』と『物産中仙』

　・市有施設の適切な維持管理を行う。

　・平成１８年４月１日より、施設管理運営業務を指定管理者に委託している。　・指定管理者：物産中仙（株）　・指定管理料：17,827千円

　・道の駅利用者の利便性の向上を図り、合わせて「こめこめプラザ」の集客の増加を図る。　・野菜直売所の拡張による売上の増加と、米粉製品の研究開発、商品化を推進する。　・「道の駅なかせん」及び「こめこめプラザ」の賑わいを創出する。　　・地域農業の発展を図る。　
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・ 農林商工部　農林振興課西仙北・協和・南外・太田農林振興課
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）
○針広混交林化推進事業費補助金　　　　　200千円○ふれあいの森整備支援事業費補助金　　6,000千円○森林環境学習活動支援事業費補助金　　　855千円

一般財源

【説明項目】

秋田県水と緑の森づくり税関連事業費

千円　【22年度】 7,055 千円　【増減額】 2,355

【事 業 名】

【予算額】

事 業 説 明 書

「秋田県水と緑の森づくり税」の創設による森林環境の整備について

新規 継続
課所名

その他

4,700 千円・県民共有の財産である「ふるさと秋田」の森林を将来にわたって健全に守り育てていくため、　その恩恵を受けている県民全体で支えていく仕組みとして、「秋田県水と緑の森づくり税」が　創設され、それを財源に森林環境の整備を図る。
・条例がめざす秋田の森林の姿を実現するためには、森林・林業の現状と課題、さらには森林・林業　に対する県民の期待を踏まえ、これまでの森林所有者や林業関係者による森づくりに加え、新たに　森林の恩恵を受けている県民全体で支えるという視点に立ち、環境や公益性を重視した森づくりを　推進する。
　◇針広混交林化推進事業（200千円）　　県が実施する針広混交林化整備事業（大川西根財産区管内）を推進するために行う、現地立会　　報償費等経費。　　　報償費    　　　　6,100円×7人×3回=   129千円　　　その他消耗品費等　　                    71千円　◇ふれあいの森整備支援事業（6,000千円）　　森林公園３カ所の整備。　　　姫神公園　　　　　　     2,000千円（桜植栽1.0式、遊歩道整備L=200m、案内板設置4箇所）　　　南外ふるさと森林公園　　 2,000千円（連絡道舗装整備1.0式）　　　太田大堤公園　　　　     2,000千円（修景施業1.0式、遊歩道整備1.0式、東屋1基、ベンチ2基）　◇森林環境学習活動支援事業（855千円）　　学校林２カ所の整備。　　　余り目学校林　　　　　　300千円（除伐施業等2.0ha、看板設置1基）　　　旧峰吉川小学校学校林　  300千円（除伐施業等2.0ha）　　森林環境学習活動の実施。　　　森林環境学習活動    　　255千円（土川小学校　山の自然観察、枝打ち体験等）

予算額7,055 7,055国県支出金 市債
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・
【21年度】１．事業の目的
２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）
○美しい森林づくり基礎整備交付金　　5,835千円 一般財源

【説明項目】 美しい森林づくり基礎整備交付金事業費千円　【22年度】 5,835 千円　【増減額】 3,949【事 業 名】【予算額】
事 業 説 明 書

「間伐等促進法」による特定間伐等の促進について新規 継続 課所名 農林商工部　農林振興課

その他

1,886 千円・地球温暖化防止に向けた森林吸収目標達成等、森林の多面的な機能の持続発揮のため、京都議定書　の第一約束期間の終期である平成24年度まで集中的な間伐等の実施促進を図るため交付金を交付する　もの。
・森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法第３条の規定に定められた県の基本方針及び　県下の特定間伐等の実施の促進に関する基本的な方針によれば、特定間伐等の促進目標は、　60,475haとなっている。これは、平成14年度から18年度までの実績と比較すると大幅な増加と　なっている。・大仙市の平成14年度から18年度までの５カ年の間伐実績は5,443ha（年平均1,089ha）であるが、　県の基本方針や当市の間伐の実施状況を勘案して、平成20年度から平成24年度までの５カ年で　6,532ha（1,306ha)の間伐を行うことを大仙市特定間伐等促進計画の目標とする。　この事業の実施により、森林の多面的な機能維持に大きな効果が期待される。
・国の美しい森林づくり基礎整備交付金（交付率は事業費の50%）を活用し、間伐を実施する。＜平成２２年度の実施予定地区＞　　　大曲地域の大川西根地区　　　西仙北地域の土川地区　　　中仙地域の長野地区　　　協和地域の荒川地区　　　南外地域の南楢岡地区＜事業実施主体＞　　　森林組合等＜事業内容＞　　　搬出間伐　　43.75ha×260,950円/ha×50%=   5,708千円　　　切捨間伐     1.50ha×169,510円/ha×50%=     127千円　　　　※美しい森林づくり基礎整備交付金　　　　　5,835千円

予算額5,835 5,835国県支出金 市債
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標（平成２０年度実績）経営改善普及事業指導件数市の金融斡旋件数
３．事業の概要

大曲商工会議所補助金　 7,545千円大仙市商工会補助金 　18,479千円 　　 合計 　26,024千円
４．財源内訳 （単位：千円）

　　小規模事業者の経営指導及び技術の改善発達、商工振興対策、労務改善指導を行っている商工団体の経営改善普及事業経費等に対して助成金を交付する。　①経営改善普及事業費補助金　・補助対象経費　　　経営改善普及事業費（経営革新や創業支援に対する巡回・窓口指導や経営安定相談、　　　　　　　　　　　　　情報化への対応、金融・税務相談、各種講習会等の事業）　・補助金の額　　　補助対象経費－（県補助金＋補助対象経費の手数料）の算出で得た額を限度とし、　　　予算の定める範囲内の額とする。

26,024予算額 国県支出金 市債 その他26,024 一般財源

　商工団体による市内中小企業者の相談や経営指導の促進とともに、同団体の組織、運営の強化を図る。
商工団体補助金について

26,024 千円　【増減額】　商工団体の円滑な事業運営を支援することにより、商工業の総合的な改善発展を図り、市経済の健全な発展に資する。 △ 2,892 千円28,916 千円　【22年度】

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 課所名 農林商工部　商業労政課継続
商工団体補助金

H22年度においても巡回指導及び窓口相談を充実させる。商工会議所3,310184 商工会13,260210
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

平成２２年度見込み 保証料補給金 12月末保証残高 年間平均保証料率70,313千円 8,541,277千円 0.970％

４．財源内訳 （単位：千円）
46,305千円55,555千円 6,279,759千円

12月末保証残高3,390,624千円4,509,587千円3,068,536千円4,617,725千円40,344千円
予算額 国県支出金 市債 その他70,313

保証料補給金22,616千円33,317千円 1.013％1.043％

　市の融資制度に係る保証料の全額を補給することにより、市内中小企業者の経営安定及び発展振興に資することを目的とする。千円　【22年度】

70,313一般財源
1.027％1.024％0.978％

12,478

年間平均保証料率
　市内中小企業者が取扱金融機関から事業運営上必要とする大仙市中小企業振興資金（マル仙）及び大仙市小口零細企業振興資金(マル仙小口)の融資を受けた際に、秋田県信用保証協会に負担すべき保証料の全額を、市が保証協会に対して補給する。　なお、旧制度（合併前の市町村融資制度による融資の保証料）についても同様に補給する。

千円

新規 継続
中小企業振興融資あっせん制度保証料補給金

中小企業振興融資あっせん制度保証料補給金について

57,835

事 業 説 明 書

課所名 農林商工部　商業労政課

（マル仙、マル仙小口、旧制度の合計）

　市内中小企業者の資金需要に対処するため、大仙市中小企業振興融資あっせん制度による融資促進を図り、その保証料の全額を市が補給する。　また、経済・雇用・生活緊急対策において、市内中小企業者への経営支援策として実施した、中小企業振興資金（マル仙）の融資限度額の引き上げ（1,500万円→3,000万円）を平成23年3月31日の融資実行分まで延長することにより保証料補給金の増額が見込まれ、緊急対策分を加え70,313千円と見込んでいる。

70,313 千円　【増減額】

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

平成２０年度（実績額）平成２１年度（実績額）
【合併以降の保証料実績】平成１７年度（実績額）平成１８年度（実績額）平成１９年度（実績額）
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

※旧制度に基づく利子補給金を含む
４．財源内訳 （単位：千円）

平成１９年度（実績額）平成２０年度（実績額）平成２１年度（見込額） 552件10,604千円 521件
12,563一般財源

594件9,999千円8,638千円 83件 515件469件
予算額 国県支出金 市債 その他12,563

　  市内の中小企業者が、中小企業振興融資あっせん制度（マル仙及びマル仙小口制度）を利用し借り受けた場合、設備投資に係る資金について年率１．１％の利子補給を３６ヵ月間行う。　　マル仙制度          年利率  2.45％  →  実質1.35％に軽減　　　（3,000万円限度）　　マル仙小口制度      年利率  2.25％  →  実質1.15％に軽減　　　（1,250万円限度）
6,765千円平成１７年度（実績額）平成１８年度（実績額） 8,538千円 320件397件補給総件数 87件【合併以降の利子補給実績】

2,225 千円10,338 千円　【22年度】

新規 継続
中小企業振興設備資金融資利子補給金

中小企業振興設備資金融資利子補給金について

事 業 説 明 書

課所名 農林商工部　商業労政課

  中小企業振興融資あっせん制度を利用し、取引金融機関から融資を受けたもののうち、設備投資に係る資金の融資利子の一部を補給し、金利負担を軽減する。　平成22年度においては、設備資金に対する利子補給として12,563千円が見込まれる。　※平成21年4月から同年11月の月平均保証承諾金額317,833千円に設備資金割合15.4%を乗じた　  22年度の月平均見込み金額49,000千円をベースに算出

12,563 千円　【増減額】　長期化する景気低迷に対処するため、市内中小企業者の設備投資に係る資金の融資利子の一部を補給することにより金利負担の軽減を図り、市内中小企業者の設備投資を促し振興発展を目指す。　現行の当該利子補給要綱は、平成23年3月31日までの融資実行分を利子補給の対象としている。
【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

補給額 420件101件79件
うち新規補給の件数 70件 うち継続補給の件数 250件310件
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）
0件290件683件平成２１年度（見込額） 24,067千円平成２０年度（実績額） 276千円 45件 45件393件
59,974予算額 国県支出金 市債 その他59,974 一般財源

　　中小企業振興融資あっせん制度を利用し、市内中小企業者の設備投資以外の経営安定に係る資金について、年率１．１％の利子補給を３６ヵ月間行う。　　マル仙制度          年利率  2.45％  →  実質1.35％に軽減　　　（3,000万円限度）　　マル仙小口制度      年利率  2.25％  →  実質1.15％に軽減　　　（1,250万円限度） 補給額 補給総件数 うち新規補給の件数 うち継続補給の件数【制度創設以降の利子補給実績】

中小企業振興緊急経営安定資金融資利子補給金について
 　経済・雇用・生活緊急対策において、市内中小企業者の支援策として、中小企業振興融資あっせん制度（マル仙、マル仙小口）を利用し、取引金融機関から融資を受けたもののうち、設備投資以外の経営安定に係る資金についても融資利子の一部を補給し、金利負担を軽減する。　なお、平成22年度においては、利子補給の対象となる融資実行期間を平成23年3月31日まで延長することにより、経営安定資金に対する利子補給金の増額が見込まれ、59,974千円を見込んでいる。　※平成21年4月から同年11月の月平均保証承諾金額317,833千円に設備資金割合84.6%を乗じた　  22年度の月平均見込み金額268,900千円をベースに算出

59,974 千円　【増減額】　長期化する景気低迷に対処するため、緊急措置として、市内中小企業者の設備投資以外の運転資金に係る資金の融資利子の一部を補給することにより金利負担の軽減を図り、市内中小企業者の経営安定を図る。 38,729 千円21,245 千円　【22年度】

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 課所名 農林商工部　商業労政課継続 中小企業振興緊急経営安定資金融資利子補給金
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

※平成21年度預託金額と融資残高（平成21年12月末現在）取扱金融機関 預託金額 預託金倍率
４．財源内訳 （単位：千円）

100.0%
333,500千円221,000千円175,500千円730,000千円合　　計 8.60

3,030,546千円1,993,532千円1,255,681千円6,279,759千円
9.099.027.1545.7%秋田銀行

千円　【22年度】730,000　市内中小企業者の資金需要に対処するため、大仙市中小企業振興融資あっせん制度の取扱金融機関に対して預託し、中小企業振興資金（マル仙）及び小口零細企業振興資金（マル仙小口）の融資促進を図り、市内中小企業者の経営安定及び振興発展に資することを目的とする。

融資残高預託金配分率

千円300,000千円　【増減額】1,030,000

北都銀行羽後信用金庫 30.3%24.0%

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 課所名 農林商工部　商業労政課継続
中小企業融資預託金

　市内中小企業者の融資需要に対処するため、大仙市中小企業振興融資あっせん制度の取扱金融機関である秋田銀行、北都銀行、羽後信用金庫に対して預託する。　緊急対策分の預託金として3億円を預託したが、緊急対策を平成23年3月31日の融資実行分まで延長することにより融資額の増加が見込まれることから、預託金を更に3億円積み増しする。　通常分　　　         4億3,000万円　経済対策分（H21分）　3億円　 　〃　 　（H22分）  3億円　合計　　　          10億3,000万円

中小企業融資預託金について

　制度要綱及び取扱金融機関との契約により、預託金額の8倍を目標に大仙市中小企業振興融資あっせん制度による融資を行う。

1,030,000 一般財源予算額 国県支出金 市債 その他1,030,000
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

【補助対象の内容】　①商品販売に伴う事務的経費＋サービスの提供に係る経費事業の例　 ・ポイント事業など・販売に対しての抽選会事業など②商品券発行に伴う割増経費分相当額に対する経費　・プレミアム付き共通商品券発行事業 計
４．財源内訳 （単位：千円）

事 業 説 明 書

【事 業 名】

　30万円
4/5以内  50万円

【予算額】

新規 課所名 農林商工部　商業労政課継続
がんばる商店等支援事業費補助金

【説明項目】 がんばる商店等支援事業費補助金について

4,000

千円0 千円　【22年度】

　市内の１０店舗以上の地域商店で構成する商店グループで目的に合致する補助対象経費の総額２０万円以上の事業に補助する。

4,000 千円　【増減額】　商店と消費者との交流関係を保ち、消費者の利便性や購買意欲を向上させる事業を行う商店等のグループに対し補助金を交付、各商店の魅力向上と市内の購買力の底上げと消費拡大を図る。 4,000

　商店街や商店グループによるサービス提供事業や商品券事業を実施することにより、消費者の購買意欲を向上させる。

予算額 国県支出金 市債 その他 一般財源4,000

【補助率】　【補助金限度額】1/2以内
　80万円
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）3,770予算額 国県支出金 市債 その他3,770

①（新規）事業規模拡大意向調査（企業アンケート調査）　３０８千円　・事業規模拡大あるいは移転を計画している企業を把握し、新規誘致に向けてアプローチす　　る。②（新規）産学官連携事業　１８２千円　・秋田大学との包括協定の目的のひとつに「製造業の技術力向上」を掲げ、大仙市企業連絡　　協議会とも連携を図りながら、大仙市発の製品開発を目指す。③（新規）管内企業情報データベース化、ホームページ掲載　（ゼロ予算事業）　・それぞれの企業の得意分野や優れた独自技術を情報発信することで、企業間の受発注促進　　につなげる。④大仙市首都圏企業懇話会（１１月２４日開催予定）　３，２８０千円⑤市長・副市長による首都圏企業訪問⑥秋田県新規工業団地整備事業協力⑦秋田県企業誘致推進協議会主催事業　・新規開拓に向けた東京・名古屋・大阪での企業立地説明会（あきたリッチセミナー）　・誘致済み企業の本社等を対象にした首都圏企業懇談会
一般財源

　市内への企業誘致促進と既存企業の規模拡大事業の支援により、工業の振興及び雇用機会の拡大を図り、若者の定住促進と市内産業の発展に資する。 779 千円2,991 千円　【22年度】

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規
企業誘致対策について

・トップセールスにより積極的な誘致活動を行う。・地元企業への訪問により、情報収集と市支援制度の周知に努め、規模拡大に結びつける。・産学官連携事業を進め、事業所の研究開発に寄与する。・人的ネットワークの構築による情報収集と企業動向の把握。・秋田県新規大規模工業団地の推進。※これまでの企業訪問活動の成果として、数年後の本市進出を前提に、市内高校生２名を採用　内定した首都圏企業（製造業）があった。また、市首都圏企業懇話会に関わる誘致済み企業　の本社等への訪問を通して、ふるさと納税へつながったケースもあった。

3,770 千円　【増減額】

課所名 農林商工部　企業対策室継続
企業誘致対策費
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・ 課所名

【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要・観光ガイドリニューアル(10,000部)　　　　　　　  756千円・大仙市ＰＲ観光ポスター作製業務　　　　　　 　　 1,024千円・各種研修旅費及び観光推進事業に係る経費　  　 2,320千円・観光ガイドへの広告掲載（収入450千円）　 観光ガイドをリニューアルすることにより、新たに広告を掲載し収入を得る。1広告15,000円×30広告＝450,000円
４．財源内訳 （単位：千円）

【予算額】

【事 業 名】 観光推進事業費

【説明項目】 観光推進事業費について

事 業 説 明 書新規 継続 農林商工部観光物産課、西仙北、中仙、協和支所地域振興課

　　大仙市の魅力を広く全国に発信し知名度の獲得を図るため、メディア等への売り込みを行うとともに、今後の観光動向を見据えながらターゲットを絞った効果的で効率的な情報発信を目指す。また、県の施策推進方針である「観光振興における協働（機能合体）」による事務事業の一体的取り組みに努める。

3,355 千円　【22年度】 4,100 千円　【増減額】 745 千円　　国では観光を核とした地域の再生・活性化を目指し観光圏域形成支援や滞在型観光を推進している。また、県においてもこうした国の指針に沿って「秋田県新観光プラン」を策定し諸施策を実施している。市としても、地域の観光資源のネットワーク化を図りながら、自然豊かで観光資源が豊富な大仙市を内外にＰＲし、誘客を進めることにより観光振興を図る。

一般財源3,6504,100 450予算額 国県支出金 市債 その他
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

　　予  　算　　　収入：花火実行委員会　　 　10,000千円

　　　　　　　　　　　　大仙市　　　　　　 　10,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　 　20,000千円

　　　　　　　　　支出：花火代　　　　　　 　11,000千円

　　　　　　　　　　　　　①昼花火　②感謝花火　③100周年記念特別花火

　　　　　　　　　　　　フォーラム開催費　　　2,000千円

　　　　　　　　　　　　各地域花火支援経費　　5,000千円

　　　　　　　　　　　　総務費　　　　　　　　2,000千円

　　　　　　　　　　　　（広告費、ポスター、のぼり、シール等）　　

　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　 　20,000千円

　　企画内容　　◇８月２１日（土）花火フォーラム　：　大曲市民会館

　　　　　　　　◇８月２８日（土）全国花火競技大会において

　　　　　　　　・「昼花火のスターマインショー」の開催

　　　　　　　　・「大曲の花火１００周年記念特別花火」の打上げなど

　　　　　　　　◇その他毎月

　　　　　　　　・各地域花火大会（花火暦との連動企画）での企画花火の打ち上げ

４．財源内訳 （単位：千円）

　「大曲の花火」100周年にあたり、花火のまちとしてその100周年を祝い、また、先人への感謝の思いを込めた企画を年間を通して展開していく。８月２１日の花火フォーラムの開催や、大曲の花火本大会において「１００周年記念特別花火」を打ち上げるとともに市内各地で開催される花火イベントに協賛することで「大曲の花火１００年記念イヤー」を盛り上げていく。

千円　【22年度】

事 業 説 明 書新規 継続 課所名 農林商工部　観光物産課
【事 業 名】 大曲の花火１００周年記念事業費負担金

【説明項目】 大曲の花火１００周年記念事業費負担金について

市債

10,000 千円　【増減額】　明治４３年に「第１回奥羽６県煙火共進会」として始められた「大曲の花火」が平成２２年で１００周年を迎えることから、これを記念し「大曲の花火」発展継承のため尽力された先人を顕彰するとともに全国花火競技大会のさらなる振興を図る。 10,000 千円

【予算額】

0

その他

　「大曲の花火」100周年を機に、「花火のまち」を標榜する本市として、新たな花火の魅力を市内外に情報発信することにより交流人口の増加及び地域経済の活性化に資する。

一般財源10,000 10,000予算額 国県支出金
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要■一般向け観光モニターツアー（日帰りコース）　 日帰りのコースを設定、市外（県内、県外を含む）一般モニターを30名募集し実施する。○行程（案）池田氏庭園～旧池田氏（払田）庭園～まがり家みずほの家（餅つき体験・昼食）～酒蔵見学～唐松神社○内訳：バス借り上げ料６３千円、案内人謝礼１５千円など■一般向け観光モニターツアー（１泊２日コース）大仙市の冬まつりをリンクさせた、「冬の魅力満載ツアー」を市外（県内、県外を含む）一般モニターを20名募集し実施する。※県のＨＰ、県観光連盟、旅行エージェント等に周知。○行程（案）刈和野の大綱引き（一連を視察）～楢岡焼き体験～川を渡るぼんでん（町内巡行～）～冬の酒蔵見学等○内訳：バス借り上げ料（2日分）１０５千円、案内人謝礼１５千円など※宿泊料については、参加者負担。◎ツアー終了後にアンケートを実施し検証を行い、次年度に向けた観光商品づくりの参考にする。■大仙市観光ＰＲモニター結果を調査検証し、これを、旅行エージェント等にＰＲする。○経費：旅行エージェントへの観光ＰＲ旅費等　９４千円
４．財源内訳 （単位：千円）

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 課所名 農林商工部　観光物産課継続
観光モニターツアー事業費

観光モニターツアー事業について

　本市は、広大な面積の中に多くの観光資源が点在しており、ネットワーク化を構築していく必要がある。このため、昨年度に引き続き一般向けの観光モニターツアーを実施し、様々な観光コースの商品化を目指す。
319 千円　【増減額】　地域の魅力向上のため、埋もれている観光資源を発掘し、観光資源・戦略が消費者にどのように響くのかモニタープランを企画しツアーを実施する。特に、市内に広域的に存在する歴史的遺産や酒蔵、地域物産など郷土の魅力を再発見するとともに市として観光で何ができるかを調査し検証を行い、より良い観光商品の開発を推進する。

△ 204 千円523 千円　【22年度】

319予算額 国県支出金 市債 その他319 一般財源
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要・観光カヌー体験事業玉川（玉川橋付近）を出発し清流を楽しみながら雄物川の合流地点に向かい、神宮寺付近の中州で昼食。昼食は、雄物川流域で取れる食材を使用した食を提供する。昼食後は、再度カヌーに乗船し刈和野船着場まで川から見る風景を楽しみながらのクルージングを行う。時期は夏休み期間中に行い、親子を対象としたツアーにする。定員40名程度。・カヌー指導者養成事業昨年度同様10名程度を対象に川に対する知識、カヌーの操作法、レスキュー訓練等、講義・実技合わせて５日間の講習会を実施。カヌー指導者として必要な知識や技術を習得してもらう。後々は自立して活動できる団体の養成も兼ねる。・観光カヌー推進事業委託カヌー体験及び指導者養成講座をカヌーの実績を持っている団体に業務委託。（325千円）・カヌー体験参加料（90千円）（内訳）大人＠2,500円×20人＝50,000円 小人＠2,000円×20人＝40,000円
４．財源内訳 （単位：千円）275予算額 国県支出金 市債 その他365 90 一般財源

観光カヌー推進事業について

・県内外の方を対象にカヌー体験事業を実施し、体験型観光メニューを開発する。・カヌー指導者育成を図るため、市内の方を対象にカヌー指導者養成研修会を実施し、市民で自立して活動できる団体の設立体制を整える。

365 千円　【増減額】　本市は、昔から雄物川と共に共存し、また、ほかに玉川、丸子川を抱え、川から多大な恵みを受けている。これらの川を地域の新たな観光資源として、カヌーを中心とした体験型観光事業に取り組み、自然の豊かさ、すばらしい景観を県内外にＰＲし知名度アップを図り誘客するとともに、カヌー指導者育成を図り、受け入れ体制の確立を目的とする。
△ 135 千円500 千円　【22年度】

事 業 説 明 書

【事 業 名】

【説明項目】

【予算額】

新規 課所名 農林商工部　観光物産課継続
観光カヌー推進事業費
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・【21年度】１．事業の目的２．事業の目標
３．事業の概要

４．財源内訳 （単位：千円）
１人につき一般１５万円、新卒者３０万円新規雇用１年経過後申請受付により実績払い 新規雇用３ヵ月経過後より申請受付前金払い（１年経過後実績報告を要する）支払等
健康保険、厚生年金の適用者として雇用平成19年4月1日～平成23年3月31日までの新規雇用 平成19年4月1日以降で指定日又は操業開始日より3年以内の新規雇用

被雇用者要件
45歳未満雇用された日から継続して１年以上大仙市に居住し、雇用された日から継続して１年以上当該会社等に勤務。常用雇用者かつ雇用保険（雇用保険の被保険者）適用者期間の定めがない雇用。ただし、短時間労働者（パートタイム労働者等）及び派遣社員を除く。

事 業 説 明 書新規 継続 課所名 農林商工部　商業労政課△ 7,650  本市における新規雇用に対して助成金を交付することにより、雇用機会の拡大を図るとともに若年層の地域定住を促進し、本市の活性化に寄与する。  平成19年4月1日から平成23年3月31日までの新規雇用者を対象とした「雇用拡大助成金制度」と、大仙市工業等振興条例並びに大仙市空き工場等再利用助成金交付要綱の適用事業所の新規雇用者を対象とした「雇用奨励助成金制度」により、常用雇用契約を結ぶ45歳未満の新規雇用１人につき15万円、学校等の新卒者１人につき30万円を交付することにより若年層の雇用機会の拡大を図り、地域定住を促進する。　また、大仙市雇用奨励助成金については、助成金の支払い方法を前金払い方式に改め、迅速に雇用機会の拡大を図る。　平成22年度においては、一般雇用22人、新卒者13人に対する助成金額として8,550千円を目標とする。 大仙市雇用拡大助成金大仙市雇用拡大助成金大仙市雇用拡大助成金大仙市雇用拡大助成金 大仙市雇用奨励助成金大仙市雇用奨励助成金大仙市雇用奨励助成金大仙市雇用奨励助成金

千円【事 業 名】 大仙市雇用助成金【説明項目】16,200 千円　【22年度】 8,550 千円　【増減額】大仙市雇用助成金について【予算額】

雇用保険被保険者の総数が１年前より増加し、かつ１年後においても減少していないこと。
助成対象

　大仙市内の事業所。ただし、医療  法人は事務所の所在地が大仙市内  に法人登記されている場合に限  る。 大仙市内の事業所　・中小企業者(ただし、製造業は　　全て対象)で、会社法に規定す　　る会社又は個人事業者。　・社会福祉法に規定する社会福　　祉法人（市から施設建設費償　　還金以外の補助金を受けてい　　ないこと）　・医療法に規定する医療法人  （市から補助金を受けていない    こと）
会社法に規定する会社又は個人事業者工業等振興条例又は空き工場等再利用助成金交付要綱の指定事業所健康保険法に規定する適用事業所

予算額 国県支出金 市債8,550 その他 一般財源8,55077



・
【21年度】１．事業の目的２．事業の目標
３．事業の概要

支払等４．財源内訳 （単位：千円）

事 業 説 明 書新規 継続 課所名 農林商工部　商業労政課【事 業 名】 大仙市緊急雇用助成金【説明項目】 大仙市緊急雇用助成金について【予算額】 18,450 千円　【22年度】21,150 千円　【増減額】 2,700 千円　依然として景気が回復しない状況下において、緊急に雇用機会の拡大を図るため、市内の事業所における新規雇用に対して助成金を交付する。  雇用環境の厳しい状況下において、１人でも多くの雇用を創出するため、常用雇用契約を結ぶ65歳未満の新規雇用１人につき15万円、学校等の新卒者１人につき30万円の助成金を前金払いにて交付することにより、迅速に雇用機会の拡大を図る。また、対象となる雇用形態の見直しを行い、地域定住を促進する。　平成22年度においては、一般雇用79人、新卒者31人に対する助成金額として21,150千円を目標とする。 大仙市緊急雇用助成金大仙市緊急雇用助成金大仙市緊急雇用助成金大仙市緊急雇用助成金大仙市内の事業所。ただし、医療法人は事務所の所在地が大仙市内に法人登記されている場合に限る。助成対象 　・中小企業者(ただし、製造業は全て対象)で、会社法に規定す　　る会社又は個人事業者。　・社会福祉法に規定する社会福祉法人（市から施設建設費償還　　金以外の補助金を受けていないこと）　・医療法に規定する医療法人（市から補助金を受けていないこ　　と）　健康保険法に規定する適用事業所　当該新規雇用の期日前6ヵ月間に会社都合による離職者がいないこと。被雇用者要件

予算額 国県支出金
健康保険、厚生年金の適用者として雇用平成22年4月1日～平成23年3月31日までの新規雇用

市債 その他 一般財源

　65歳未満　雇用された日から継続して１年以上大仙市に居住し、雇用された日から継続して１年以上当該会社等に勤務。

21,150 21,150

常用雇用者かつ雇用保険（雇用保険の被保険者）適用者期間の定めがない雇用。ただし、短時間労働者（パートタイム労働者等）及び派遣社員を除く。
新規雇用３ヵ月経過後より申請受付　１人につき　一般１５万円、新卒者３０万円　前金払い（１年経過後実績報告を要する）
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

支払等
４．財源内訳 （単位：千円）1,7001,700

新規雇用３ヵ月経過後より申請受付１人につき５万円を前金払い（１年経過後実績報告）
予算額 国県支出金 市債 その他 一般財源

被雇用者要件
65歳未満雇用された日から継続して１年以上大仙市に居住し、雇用された日から継続して１年以上当該会社等に勤務常用雇用者かつ雇用保険（雇用保険の被保険者）適用者期間の定めがない雇用。ただし、短時間労働者（パートタイム労働者等）及び派遣社員を除く。健康保険、厚生年金の適用者として雇用平成22年4月1日～成23年3月31日までの新規雇用

  本市圏域である仙北市・美郷町の事業所において、大仙市民を新規雇用した場合、助成金を交付することにより圏域内における大仙市民の雇用機会の拡大を図る。　依然として雇用環境が厳しい状況であることから、大仙市の事業所を対象とした従来の助成金制度に加え、仙北市・美郷町の事業所において大仙市民を新規雇用した場合に助成金を交付する新たな制度を創設する。　対象となる被雇用者は、65歳未満の新規に常用雇用契約を結ぶ者で、１人につき５万円を前金払いにて交付することにより、迅速に圏域内における大仙市民の雇用機会の拡大を図る。　平成22年度においては、新規雇用34人に対する助成金額として1,700千円を目標とする。大仙市圏域雇用助成金大仙市圏域雇用助成金大仙市圏域雇用助成金大仙市圏域雇用助成金助成対象
仙北市・美郷町内の事業所会社法に規定する会社又は個人事業者等であること健康保険法に規定する適用事業所中小企業。ただし、製造業は全て対象当該新規雇用の期日前6ヵ月に会社都合による離職者がいないこと

1,700 千円　【増減額】 1,700 千円

【予算額】

0 千円　【22年度】

【事 業 名】 大仙市圏域雇用助成金
【説明項目】 大仙市圏域雇用助成金について

事 業 説 明 書新規 継続 課所名 農林商工部　商業労政課
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・ 農林振興課、文化財保護課
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

○事業の内訳

４．財源内訳 （単位：千円）

文化財保護課 H21.8～H24.3
（市内埋蔵文化財調査解析専門業者）・耕作放棄地等利活用調整事業 ２１，７７９ １２箇月 ６人文化財保護課 H21.8～H24.3

１２箇月

ふるさと雇用再生臨時対策基金事業費

【説明項目】

男女共同参画・交流推進課 H21.8～H24.3

【事 業 名】

(委託先)

ふるさと雇用再生臨時対策基金事業費について

【予算額】

援護福祉課 H21.8(12)～H22.7(11)

78,192 千円

事業実施期間

　雇用失業情勢が厳しいなか、地域の実情に応じて、その創意工夫に基づき、地域求職者等の雇用機会を創出する。　秋田県ふるさと雇用再生臨時対策基金事業費補助金を活用し、市が事業を民間団体等（Ｈ２１と同事業所）に委託し、継続的な雇用（Ｈ２１からの継続雇用）を創出する。
事業費（千円） 雇用期間 H21からの雇用人数

事 業 説 明 書新規 継続 課所名 男女共同参画・交流推進課、情報システム課、援護福祉課
0 千円　【22年度】78,192 千円　【増減額】

・チャレンジアップ介護職就業支援事業 ７，６５３ ４～８箇月 ８人
１２箇月 ２人

・大仙市指定文化財等の公開活用による地域　活性化拠点づくり推進事業 １２，２５８ １２箇月
H21.10～H24.3１２箇月 ２人５，９３９

４人（市内造園土木業者）

事業名
・ＮＰＯ等支援事業 ４，９６５（市内介護老人福祉施設・保健施設等の設置者）

所管課（市内ＩＴコンサルティング関連企業） 情報ｼｽﾃﾑ課（大仙市国際交流協会）
・地域ＷｅｂサイトのＳＥＯ対策による　ビジネス活用支援事業

５人（市内総合企画広告業者）・楢岡焼大杉古窯出土遺物の整理・公開により　地域振興を図る事業11369 １１，３６９ １２箇月 ５人文化財保護課 H21.8～H24.3・民俗資料活用による展示･体験型施設を中心　とした地域活性化事業 １４，２２９
（大仙市遊休農地活用センター）合計７事業 ７８，１９２ １事業除き１年間農林振興課 H21.10～H24.3３２人

一般財源78,192 78,192予算額 国県支出金 市債 その他
80



【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

○雇用の内訳

４．財源内訳 （単位：千円）
９人

一般財源予算額
 合計１１事業 ７８，９５６ ４１人

42,951 42,951

・地域中核文化的観光資源環境　整備事業 文化財保護課
◎上記事業の外、環境課、援護福祉課で下記２事業を所管し、事業所に委託し実施予定。計　２事業 ３６，００５ １２人・大仙市生物実態調査（環境課） ２９，１８７ １１箇月

・学校ＩＣＴサポーター 学校教育課 ６，００４４，３６８事業名 業務担当課 事業費(千円) 雇用期間 雇用人数

国県支出金 市債 その他
３人・ﾁｬﾚﾝｼﾞﾞｱｯﾌﾟ介護職就業支援事業（援護福祉課） ６，８１８ １２箇月

計　９事業 ４２，９５１ ２９人１，２６２ １２箇月 １人・社会福祉業務事務補助事業 社会福祉課 ２，６９４ １２箇月 ２人・歴史資料デジタルデータ化事業 文化財保護課 １，２６２ １２箇月 １人・大仙市建築確認窓口業務　サポート事業 建築確認事務準備室 １，２６２ １２箇月 １人・労政業務等事務補助事業 商業労政課 ２２，５５６ ８箇月１２箇月 １人１５人１，６４２ ２人・ＩＴ講座指導補助員確保事業 情報システム課 １，９０１ １２箇月・埋蔵文化財発掘調査補助作業員 １２箇月 ３人

　経済情勢の悪化により事業所等を解雇になった方々等の求職者を対象に、市が臨時職員を直接雇用又は民間事業所等へ委託することにより雇用機会を創出し、再就職までの生活支援を行う。　秋田県緊急雇用創出臨時対策基金事業費補助金を活用し、求職者を対象に、市が臨時職員を直接雇用又は民間事業所等へ委託することにより、生活支援及び再就職支援を行う。
３人・埋蔵文化財整理作業員 文化財保護課 １２箇月文化財保護課

千円

【予算額】

0 千円　【22年度】42,951 千円　【増減額】42,951

【事 業 名】 緊急雇用創出臨時対策基金事業費

【説明項目】 緊急雇用創出臨時対策基金事業費について

事 業 説 明 書商業労政課、新規 ・ 継続 課所名 学校教育課、文化財保護課
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・
【21年度】

１．事業の目的

２．事業の目標

３．事業の概要

○ 新規高卒者等就職支援業務委託料 ２，７００千円（委託経費：受講手当、指導料金、教材経費、企業報償費、事務手数料）
４．財源内訳 （単位：千円）2,7002,700 一般財源

　　高校・短大・大学等の新規卒業者で未就職者に対して、就労に必要な基礎知識や事務的な技術等を修得させ就職活動に役立てるための育成支援と、就職までの経済的負担の軽減を図る。
　　未就職の新規高卒者等を対象とし、３箇月の期間において社会人としての教養、パソコン操作の実務、市内事業所の業務紹介など計10回の講座を開設し、就職活動に役立てるための育成支援を行う。  また、受講者に対して３千円の日当を講座受講時に支給することにより、就職までの経済的負担軽減を図る。　  大曲仙北職業訓練協会に業務を委託し、３箇月の期間において10回の就職支援講座を開設する。受講定員については、新規高卒者対象講座、新規高卒者以外の対象講座それぞれ40人とする。

予算額 国県支出金 市債 その他

2,700 千円　【増減額】 2,700 千円

【予算額】

0 千円　【22年度】

【事 業 名】 新規高卒者等就職支援事業費

【説明項目】 新規高卒者等就職支援事業費について

事 業 説 明 書新規 継続 課所名 農林商工部　商業労政課
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